
2021年10月期 決算短信〔日本基準〕(連結)
2021年12月13日

上 場 会 社 名 株式会社日本ハウスホールディングス 上場取引所 東
コ ー ド 番 号 1873 URL http://www.nihonhouse-hd.co.jp/
代 表 者 (役職名) 代表取締役会長 (氏名)成田 和幸
問合せ先責任者 (役職名) 取締役常務執行役員 (氏名)河瀬 弘一 (TEL)03-5215-9907
定時株主総会開催予定日 2022年１月27日 配当支払開始予定日 2022年１月28日
有価証券報告書提出予定日 2022年１月27日
決算補足説明資料作成の有無 ： 有

決算説明会開催の有無 ： 有 (機関投資家、アナリスト向け)
(百万円未満切捨て)

１．2021年10月期の連結業績（2020年11月１日～2021年10月31日）
（１）連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2021年10月期 37,149 △4.6 2,707 67.1 2,657 74.1 1,606 102.9

2020年10月期 38,932 △20.1 1,620 △60.2 1,526 △60.7 791 △68.4
(注) 包括利益 2021年10月期 1,544百万円( 91.5％) 2020年10月期 806百万円(△66.5％)

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2021年10月期 38.15 － 7.1 6.3 7.3

2020年10月期 17.27 － 3.5 3.6 4.2
(参考) 持分法投資損益 2021年10月期 －百万円 2020年10月期 －百万円

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2021年10月期 43,255 22,360 51.0 551.49

2020年10月期 41,379 23,172 55.3 499.02
(参考) 自己資本 2021年10月期 22,058百万円 2020年10月期 22,890百万円

（３）連結キャッシュ・フローの状況
営業活動による

キャッシュ・フロー
投資活動による

キャッシュ・フロー
財務活動による

キャッシュ・フロー
現金及び現金同等物

期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

2021年10月期 3,198 △1,665 △699 5,596

2020年10月期 1,274 △1,066 52 4,762

２．配当の状況

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
(連結)

純資産
配当率
(連結)第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2020年10月期 － 0.00 － 5.00 5.00 229 29.0 1.0

2021年10月期 － 3.00 － 10.00 13.00 526 34.1 2.5

2022年10月期(予想) － 10.00 － 10.00 20.00 28.2

３．2022年10月期の連結業績予想（2021年11月１日～2022年10月31日）
(％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 14,700 1.8 △490 － △630 － △770 － △19.25

通 期 45,300 21.9 4,850 79.2 4,580 72.3 2,840 76.8 71.00

　　



※ 注記事項

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) ： 無

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2021年10月期 45,964,842株 2020年10月期 45,964,842株

② 期末自己株式数 2021年10月期 5,966,435株 2020年10月期 93,521株

③ 期中平均株式数 2021年10月期 42,116,481株 2020年10月期 45,871,368株

(参考) 個別業績の概要
１．2021年10月期の個別業績（2020年11月１日～2021年10月31日）
（１）個別経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2021年10月期 33,791 △3.5 2,782 76.9 2,523 86.2 1,580 125.2

2020年10月期 35,016 △20.2 1,572 △59.9 1,355 △63.8 702 △70.7
　

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

2021年10月期 37.53 －

2020年10月期 15.30 －

（２）個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2021年10月期 40,613 21,242 52.3 531.08

2020年10月期 38,738 22,112 57.1 482.06

(参考) 自己資本 2021年10月期 21,242百万円 2020年10月期 22,112百万円

２．2022年10月期の個別業績予想（2021年11月１日～2022年10月31日）
(％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率)

売上高 経常利益 当期純利益 １株当たり当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 12,900 1.2 △720 － △820 － △20.50

通 期 40,900 21.0 4,360 72.8 2,720 72.1 68.00

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です
※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に掲載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判
断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な原因により大きく異なる可能性があります。業績予想の
前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、決算短信（添付資料）２ページ「経営
成績に関する説明」をご覧ください。
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１．経営成績・財政状態に関する分析

（１）経営成績に関する分析

当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の拡大長期化により厳しい状況が続きました。

足元では国内におけるワクチン接種率の向上や感染者数の減少が見られ、今後の経済回復が期待されておりますが、

変異株拡大の可能性に資源価格高騰・世界的な半導体不足などが重なり先行き不透明な状況です。

住宅業界におきましては、新型コロナウイルス感染症の影響による需要の落ち込みが当初は目立ちましたが、国土

交通省発表による新設住宅着工戸数（持家）が前年同期比増加傾向で推移するなど、緩やかな回復基調が見られてお

ります。

ホテル業界におきましては、政府による「GoToトラベルキャンペーン」により持ち直しの動きが期初に見られたも

のの、度重なる感染拡大に伴う緊急事態宣言発令及びまん延防止等重点措置適用により集客及びホテル稼働が停滞し

ました。

このような厳しい経営環境の中、中期経営計画「新未来３ヵ年計画」に基づき、当社グループ全体で収益拡大に取

組むとともに、経費節減に努めました。

住宅事業では、「環境にやさしい、脱炭素社会の住宅」をコンセプトに、柱・土台・内装材に国産の檜を使用する

とともに新木造ストロング工法の採用で耐震性に優れた「檜品質」、高断熱・高気密によって暮らしで使うエネルギ

ーを半減させながら太陽光発電によりエネルギー自給自足をはかる「ゼロエネ品質」、感謝訪問（ホームドクターシ

ステム）・24時間対応コールセンター・冷暖房標準装備などによる「快適品質」の３つの品質を実現する注文住宅４

商品（日本の家・檜の家「館」「極」「輝」「雅」）を中心とした販売促進に注力しました。

また、360度３Ｄ映像を利用し当社の代表的展示場（12展示場）をウォークスルー体験出来るWEB住宅展示場を公式

ホームページに設置することに加え、公式ホームページ及び日本ユニシス「MY HOME MARKET」上に開設したネットバ

ーチャル住宅展示場で、外観・暮らし方スタイル・価格帯を選択可能なセミオーダー住宅「クレステージ15」を展開

するなど、インターネットを活用した営業施策を推進しました。

ホテル事業では、新型コロナウイルスの感染防止対策を徹底する一方で、高単価商品の販売促進やホテル会員権事

業など集客増のための対策を実行しました。

以上の結果、売上高は371億49百万円（前年同期比4.6％減）、営業利益は27億７百万円（前年同期比67.1％増）、

経常利益は26億57百万円（前年同期比74.1％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は16億６百万円（前年同期比

102.9％増）となりました。

セグメントの経営成績は、次のとおりであります。

① 住宅事業

住宅事業につきましては、主に新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、前連結会計年度と比較して期首受注

残が34億10百万円減少したため、売上高は350億90百万円（前年同期比2.7％減）となりました。他方、利益面では、

人件費・賃借料・旅費交通費などの経費節減の結果、営業利益は43億94百万円（前年同期比34.7％増）となりまし

た。

② ホテル事業

ホテル事業につきましては、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、シティホテルの婚礼売上・宴会売上が

大幅に減少したため、売上高は18億95百万円（前年同期比30.0％減）となりました。また、経費節減に努めたものの、

営業損失は９億90百万円（前年同期の営業損失は７億61百万円）となりました。

③ その他事業

その他事業につきましては、太陽光発電事業であり、売上高は１億63百万円（前年同期比8.5％増）、営業利益は１

億28百万円（前年同期比11.6％増）となりました。
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④ 次期見通し

新型コロナウイルス感染症に関しては、国内におけるワクチン接種率の上昇に伴い状況が沈静化しており、個人消

費や企業収益の持ち直しが見込まれますが、変異株拡大のリスクや世界的な資源価格高騰など先行き不透明な状況が

続いております。

このような状況のもと、当社グループの中核事業である住宅事業におきましては、注文住宅の受注高が2021年４月

より前年同月実績を上回る状況が継続しており、業績は回復傾向にあります。

ホテル事業におきましては、新型コロナウイルス感染症の状況に多大な影響を受けますが、政府による「GOTOトラ

ベルキャンペーン」が再開された場合には一定の需要回復が見込まれます。今後も感染防止対策の徹底を継続しなが

ら、高単価商品の販売促進やホテル会員権事業など集客拡大のための対策を実行してまいります。また、ホテル事業

の新たな取り組みとして、2022年２月に「ホテル四季の館 箱根芦ノ湖」のオープンを予定しております。

次期業績予想につきましては、売上高453億円、営業利益48億50百万円、経常利益45億80百万円、親会社株主に帰属

する当期純利益28億40百万円を見込んでおります。

（２）財政状態に関する分析

① 資産、負債及び純資産の説明

当連結会計年度末の資産合計は、前連結会計年度末と比較して、18億76百万円増加し、432億55百万円となりまし

た。

流動資産は12億77百万円増加し、135億78百万円となりました。主な要因は、現金預金の増加８億33百万円、未成工

事支出金の増加６億47百万円、原材料及び貯蔵品の増加１億31百万円、流動資産のその他の増加１億36百万円、及び

販売用不動産の減少４億30百万円によるものであります。また、固定資産は５億19百万円増加し、295億98百万円とな

りました。主な要因は、有形固定資産の増加４億40百万円、無形固定資産の増加50百万円、及び投資その他の資産の

増加28百万円によるものであります。

流動負債は６億34百万円増加し、125億17百万円となりました。主な要因は、支払手形・工事未払金等の増加５億24

百万円、１年内返済予定の長期借入金の増加６億65百万円、未成工事受入金の増加５億円、及び短期借入金の減少10

億４百万円によるものであります。また、固定負債は20億52百万円増加し、83億77百万円となりました。主な要因は、

長期借入金の増加４億８百万円、社債の増加20億円、及びリース債務の減少２億81百万円によるものであります。

当連結会計年度末の純資産合計は、前連結会計年度末と比較して、８億11百万円減少し、223億60百万円となりまし

た。これは、自己株式の取得による減少20億円、利益剰余金の増加12億51百万円等によるものであります。

この結果、当連結会計年度末における自己資本比率は、前連結会計年度末と比較して4.3ポイント低下し51.0％とな

りました。

② キャッシュ・フローの説明

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前連結会計年度末と比較して

８億33百万円増加し、55億96百万円となりました。営業活動により31億98百万円の資金を獲得し、投資活動により16

億65百万円の資金を使用し、財務活動により６億99百万円の資金を使用しております。当連結会計年度における各キ

ャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動により獲得した資金は31億98百万円（前連結会計年度比151.0％増）となりました。その主たる要因は、税

金等調整前当期純利益25億30百万円の計上、減価償却費11億88百万円によるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動により使用した資金は16億65百万円（前連結会計年度比56.2％増）となりました。その主たる要因は、有

形及び無形固定資産の取得による支出17億61百万円によるものであります。
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(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動により使用した資金は６億99百万円（前連結会計年度の財務活動に獲得した資金は52百万円）となりまし

た。その主たる要因は、短期借入金の返済による支出10億４百万円、長期借入金の返済による支出３億63百万円、リ

ース債務の返済による支出４億17百万円、自己株式の取得による支出20億10百万円、配当金の支払による支出３億53

百万円、長期借入金による収入14億38百万円、社債の発行による収入19億21百万円によるものであります。

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移

2017年10月期 2018年10月期 2019年10月期 2020年10月期 2021年10月期

自己資本比率 46.2 49.4 52.7 55.3 51.0

時価ベースの自己資本比率 59.4 54.7 54.5 26.0 40.6

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率

8.8 3.5 1.2 5.5 2.9

インタレスト・カバレッジ・
レシオ

7.2 10.8 28.8 7.6 18.2

(注）１ 時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

２ キャッシュ・フロー対有利子負債率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

３ インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払

（１）各指標はいずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

（２）株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数により算出しております。

（３）営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フ

ローを使用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子

を支払っている全ての負債を対象としております。また、利払については、連結キャッシュ・

フロー計算書の利息支払額を使用しております。

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社は、株主の皆様に対する利益還元を重要政策のひとつと考えており、安定的な配当の維持を基本に、経営

基盤の強化に必要な内部留保の確保などを総合的に勘案し、利益還元を行っていく方針であります。

当社は、期末配当として年１回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。なお「取締役会の決議

によって毎年４月30日を基準日として中間配当をすることができる。」旨を定款に定めております。これらの剰

余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

当期の配当につきましては、上記の方針に基づき、第２四半期末配当金として１株につき３円を実施いたしま

した。また、期末配当金として、１株につき10円を予定しております。

次期の配当につきましては、上記の方針に基づき、第２四半期末配当金として１株につき10円、期末配当金と

して１株につき10円を予定しております。
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（４）事業等のリスク

当社グループの経営成績及び事業状況のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項には以下の

ようなものがあります。なお、文中における将来に関する事項は、提出日現在において当社グループが判断したも

のであります。

① 住宅市況を取り巻く環境の変化について

当社グループは、個人向けの住宅請負建築を中心とした事業活動を行っております。当該事業は、景気動向、金

利及び地価の変動、住宅関連政策及び税制の変更等による個人消費動向の変化に影響を受けやすく、景気見通しの

悪化や金利の大幅な上昇、地価の高騰、消費マインドにマイナスとなる住宅関連政策及び税制変更等が生じた場

合、顧客の購買意欲が低下し、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を与える可能性があります。

　

② 法的規制等について

当社グループは、以下の通り、住宅事業において、建設業法に基づき国土交通省から特定建設業許可を、宅地建

物取引業法に基づき国土交通省から宅地建物取引業免許を受けております。また、建築士法に基づき各都道府県に

おいて一級建築士事務所として登録しております。当社グループの事業の継続には、これらの免許、許可及び登録

が必要であり、将来において、これらの関連法令が改定された場合や新たな法規制が設けられた場合には、新たな

義務や費用の発生等により、当社グループの業績や財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

さらに、当社グループは、住宅事業においては、上記の他、建築基準法、都市計画法、国土利用計画法、住宅品

質確保促進法等、ホテル事業においては、旅館業法、食品衛生法、温泉法、公衆浴場法等を受けております。当社

グループでは、コンプライアンス規程を設け、これら諸法令の遵守に努めておりますが、今後これらの規制の改廃

や新たな法的規制が設けられた場合には、当社グループの業績が影響を受ける可能性があります。

なお、本日現在において、当社グループの主要な事業活動に必須の免許または登録の取消事由・更新欠格事由に

該当する事実は存在しておりません。しかしながら、今後、何らかの理由により免許及び登録の取消・更新欠格に

よる失効等があった場合には、当社グループの主要な事業活動に支障をきたし、業績や財政状態に重大な影響を及

ぼす可能性があります。

許認可等の別 所轄官庁 許認可等の内容 有効期限
関連する
法律

法令違反の要件及び
主な取消事由

特定建設業許
可

国土交通省

3,000万円を超える建設
工事の全部又は一部を下
請工事(外注工事を含む)
に委託するための許可
国土交通大臣許可
（特-1）第4959号

2020年１月17日から
2025年１月16日まで
以後５年ごとに更新

建設業法
建設業許可の取消事由は、
建設業法第29条に定めら
れております。

宅地建物取引
業免許

国土交通省

宅地又は建物の売買、交
換、賃貸の代理、賃貸の
媒介を行うための許可
国土交通大臣免許
（12）第2167号

2016年12月27日から
2021年12月26日まで
以後５年ごとに更新

宅地建物
取引業法

宅地建物取引業免許の取
消事由は、宅地建物取引
業法第66条に定められて
おります。

一級建築士事
務所登録

各都道府県
一級建築士事務所の登録
東京都知事登録
第48939号 他

2018年７月16日から
2023年７月15日まで
以後５年ごとに更新 他

建築士法

一級建築士事務所登録の
取消事由は、建築士法第
26条に定められておりま
す。

　

③ 原材料及び資材価格の変動について

当社グループの住宅事業における資材等の調達にあたっては、安定的な調達価格を維持するために、原則として

全支店及び営業所、子会社、協力工場の資材調達窓口を、当社の資材購買部で集約し管理しておりますが、主要材

料である木材、その他原材料及び資材価格等が急激に上昇し、その状況を販売価格に転嫁することが難しい場合

は、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を与える可能性があります。
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④ 住宅の品質管理及び保証について

住宅事業においては、当社独自の『60年保証制度』を提供するなど、品質管理には万全を期しておりますが、販

売した物件に重大な瑕疵があるとされた場合には、直接的な原因が当社以外の責任によるものであったとしても、

売主としての瑕疵担保責任を負う可能性があります。その結果、保証工事費の増加や、当社の信用の毀損等によ

り、当社グループの経営成績に影響を与える可能性があります。

　

⑤ 食品の衛生管理について

ホテル事業においては、ホテル内でレストランを運営しております。提供する食材並びに料理等の衛生管理につ

いては、十分注意するよう徹底しておりますが、万が一食中毒等が発生した場合は賠償費用の発生や信用の毀損等

により、当社グループの経営成績に影響を与える可能性があります。

　

⑥ 情報管理について

当社グループは、顧客に関する個人情報や各種の経営に係る重要情報を保有しております。そのため、それらの

情報管理については、システム上のセキュリティ対策や個人情報保護規程等の整備及び運用を徹底し、社員教育等

を積極的に行うなど万全を期しておりますが、万が一情報漏洩が発生した場合には、顧客からの信用失墜等によ

り、当社グループの経営成績に影響を与える可能性があります。

　

⑦ 訴訟リスク

当社グループは、様々な事業活動を行っており、それらが訴訟や紛争等の対象となる可能性があります。対象と

なった場合、当社グループの経営成績に影響を与える可能性があります。

　

⑧ 自然災害・感染症について

大規模な自然災害が発生した場合、施設等の回復費用や事業活動の中断による損失、顧客住宅の点検費用、当社

の主要構造部材である木材、燃料等の供給不足、その他社会的な支援活動による費用の発生等により、当社グルー

プの経営成績及び財政状態に影響を与える可能性があります。

また、治療方法が確立されていない感染症が拡大した場合には、外出自粛等による社会・経済活動の停滞や消費

マインドの冷え込みにより住宅需要やホテル利用客が減少し、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を与え

る可能性があります。

⑨ 退職給付債務について

株式及び債券市場等の変動による年金資産の運用環境の悪化及び金利水準の大幅な変動による年金債務の割引率

の見直し等が生じた場合には、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を与える可能性があります。

　

⑩ 減損損失について

当社グループが保有している事業用固定資産について減損処理が必要とされた場合には、当社グループの経営成

績及び財政状態に影響を与える可能性があります。

　

⑪ 引渡時期による業績変動について

当社グループの主力事業である住宅事業においては、工事進行基準が適用される物件を除き、顧客への物件引渡

し時に売上が計上されます。一方、当社グループの住宅事業における売上高は、北海道、東北地方、北陸地方とい

った多雪地域の占める割合が半数を超えております。これらの地域では、春先に着工し第４四半期に引き渡す物件

の割合が高いため、売上高が第４四半期に集中する傾向があります。
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２．企業集団の状況

当社グループは、当社、連結子会社４社を中心にして構成されており、住宅の請負建築、宅地の造成・販売を中心

とした住宅事業及びホテル・レジャー施設の経営を行うホテル事業など、住の生活産業とサービス産業に関連した事

業を行なっております。

事業の系統図は次のとおりであります。

　※ 連結子会社であります。
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３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

当社グループは以下の企業理念を掲げ、その実現を通じて企業価値の向上を図ることを経営の基本方針としてお

ります。

【グループの使命感とビジョン】

１．社会に貢献するグループ企業集団と成る。

社員・業者会が一つになって、お客様・株主・社会に貢献する集団となる。

（1）日本ハウスホールディングス ビジョン

お客様が安心して任せられる日本一の住宅会社となる。

（2）日本ハウス・ホテル＆リゾート ビジョン

おもてなしの心で、お客様満足を追求し質の向上と規模拡大を図る。

（3）日本ハウス・ホテル＆リゾート倶楽部 ビジョン

会員権事業により、中小企業の福利厚生と高齢者の余暇、休日の慰労に寄与する。

（4）日本ハウス・ファーム ビジョン

食の安全と質の向上を図り、グループホテルへの食材バックアップ体制を構築する。

【グループ社員の心構え】

２．報恩感謝の心で行動するグループ企業集団と成る。

六恩（お客様・父母・働く仲間・業者会・株主・社会）に報いる仕事をする集団となる。

【グループ企業の目指すべき姿】

３．物心両面の幸福を追求するグループ企業集団と成る。

六恩に報いる行動、仕事を行い誇りもモノも手に入れる集団となる。

（２）目標とする経営指標

当社グループは、生産性向上の推進により経営基盤を強化し、安定的な成長を示す経営指標として、売上高営業

利益率を重視しており、中長期的に安定して８％以上を目指しております。

（３）中長期的な会社の経営戦略

当社グループは、2022年10月期を初年度とした新経営計画「中期 飛躍６ヶ年計画」を策定しました。当計画で

は、以下の５つの改革を基本方針とし、最終年となる2027年10月期にグループ受注高700億円を目標として掲げて

おります。今後はグループ全体が一丸となって当計画の実現に取組み、収益性を高め、企業価値の向上に努めてま

いります。

① 組織改革

・ 新役員制度を導入し、取締役会を経営と執行に分離

・ 住宅統轄本部の再編・組織変更

・ 日本ハウス・ホテル＆リゾート：支配人・本社営業部を新体制へ刷新

② 商品改革

・ 商品コンセプト：高断熱・高気密ゼロエネの家『環境にやさしい、脱炭素社会の住宅』

・ ３つの品質：「檜品質」・「ゼロエネ品質」・「快適品質」

③ 広告改革

・ 檜ブランディング推進

・ 日本ハウス・ホテル＆リゾート：グループホテルの魅力を紹介

④ 出店・出展計画改革

・ 住宅総合展示場強化：全国100ヶ所以上に出展・首都圏強化戦略

・ 日本ハウス・ホテル＆リゾート：「ホテル四季の館 箱根芦ノ湖」・「ホテル森の風 箱根仙石原」開業

予定

⑤ 営業改革と社員生産性改革

・ 営業組織構築（採用強化）と能力向上（教育・訓練）

・ 社員一人当り完成工事高の向上
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(新型コロナウイルス感染症への対応)

当社グループは、お客様、お取引先様、関係者様、従業員とその家族の皆様の安全確保を最優先とし、感染拡大

防止のため必要な措置を適切に実施してまいります。

また、財務面では、手元資金の積み増しを図り、中長期的な資金の安定性を確保してまいります。

現時点では上記の重点課題への取り組みに変更はありませんが、今後も新型コロナウイルスの影響は不透明な状

況が続くと予測されます。当社グループへの影響を見極めながら、環境変化に対し迅速かつ柔軟な対応ができるよ

うに施策を変化させてまいります。

４．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社グループは、国内の同業他社との比較可能性を確保するため、また国際的な事業展開や資金調達を行ってお

りませんので、日本基準に基づき連結財務諸表を作成しております。
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５．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2020年10月31日)

当連結会計年度
(2021年10月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 4,915 5,749

受取手形・完成工事未収入金等 1,732 1,667

未成工事支出金 470 1,117

販売用不動産 ※２ 4,242 ※２ 3,812

商品及び製品 39 64

原材料及び貯蔵品 230 362

その他 671 808

貸倒引当金 △3 △4

流動資産合計 12,300 13,578

固定資産

有形固定資産

建物・構築物 ※２ 40,914 ※２ 41,161

機械、運搬具及び工具器具備品 ※２ 3,961 ※２ 3,966

土地 ※２ 10,456 ※２ 10,292

リース資産 4,333 4,390

建設仮勘定 568 1,903

減価償却累計額及び減損損失累計額 △34,962 △36,001

有形固定資産合計 25,271 25,712

無形固定資産 516 567

投資その他の資産

投資有価証券 ※１ 244 ※１ 228

長期貸付金 203 197

退職給付に係る資産 46 490

繰延税金資産 2,064 1,626

破産更生債権等 8 8

その他 976 1,021

貸倒引当金 △253 △253

投資その他の資産合計 3,290 3,318

固定資産合計 29,078 29,598

社債発行費 - 78

繰延資産合計 - 78

資産合計 41,379 43,255
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2020年10月31日)

当連結会計年度
(2021年10月31日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 4,289 4,813

短期借入金 ※２ 2,302 ※２ 1,298

1年内返済予定の長期借入金 ※２，※４，※５ 351 ※２，※４，※５ 1,017

リース債務 393 367

未払法人税等 109 375

未成工事受入金 1,153 1,654

完成工事補償引当金 166 169

賞与引当金 431 460

その他 2,685 2,362

流動負債合計 11,883 12,517

固定負債

社債 - 2,000

長期借入金 ※２，※４，※５ 2,926 ※２，※４，※５ 3,334

リース債務 1,032 750

繰延税金負債 11 17

役員退職慰労引当金 724 782

退職給付に係る負債 353 90

資産除去債務 349 333

その他 926 1,067

固定負債合計 6,324 8,377

負債合計 18,207 20,894

純資産の部

株主資本

資本金 3,873 3,873

資本剰余金 22 22

利益剰余金 19,146 20,397

自己株式 △21 △2,021

株主資本合計 23,021 22,272

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 9 1

繰延ヘッジ損益 △96 △185

退職給付に係る調整累計額 △42 △30

その他の包括利益累計額合計 △130 △213

非支配株主持分 281 302

純資産合計 23,172 22,360

負債純資産合計 41,379 43,255
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2019年11月１日
　至 2020年10月31日)

当連結会計年度
(自 2020年11月１日
　至 2021年10月31日)

売上高 38,932 37,149

売上原価 ※１ 24,566 ※１ 22,936

売上総利益 14,366 14,213

販売費及び一般管理費 ※２，※３ 12,745 ※２，※３ 11,506

営業利益 1,620 2,707

営業外収益

受取補償金 - 78

受取利息 2 3

受取配当金 17 11

雇用調整助成金 127 133

未払配当金除斥益 6 6

貸倒引当金戻入額 0 0

雑収入 31 35

営業外収益合計 185 267

営業外費用

支払利息 167 175

シンジケートローン手数料 6 7

アレンジメントフィー 22 35

社債発行費償却 - 16

雑支出 81 82

営業外費用合計 278 316

経常利益 1,526 2,657

特別利益

固定資産売却益 ※４ 4 ※４ 18

投資有価証券売却益 - 10

特別利益合計 4 29

特別損失

固定資産売却損 ※５ 46 ※５ 87

固定資産除却損 ※６ 133 ※６ 30

減損損失 - ※７ 36

その他特別損失 1 1

特別損失合計 181 156

税金等調整前当期純利益 1,350 2,530

法人税、住民税及び事業税 209 425

法人税等調整額 328 477

法人税等合計 538 903

当期純利益 811 1,627

非支配株主に帰属する当期純利益 19 20

親会社株主に帰属する当期純利益 791 1,606
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連結包括利益計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2019年11月１日
　至 2020年10月31日)

当連結会計年度
(自 2020年11月１日
　至 2021年10月31日)

当期純利益 811 1,627

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △7 △7

繰延ヘッジ損益 4 △88

退職給付に係る調整額 △3 12

その他の包括利益合計 ※ △5 ※ △83

包括利益 806 1,544

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 786 1,523

非支配株主に係る包括利益 19 20
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（３）連結株主資本等変動計算書

　前連結会計年度(自 2019年11月１日 至 2020年10月31日)

(単位：百万円)

株主資本 その他の包括利益累計額

非支配

株主持分

純資産

合計資本金
資本

剰余金

利益

剰余金
自己株式

株主資本

合計

その他有

価証券評

価差額金

繰延ヘッ

ジ損益

退職給付

に係る調

整累計額

その他の

包括利益

累計額

合計

当期首残高 3,873 22 18,812 △21 22,687 16 △101 △39 △125 261 22,824

当期変動額

剰余金の配当 △458 △458 △458

親会社株主に帰属する

当期純利益
791 791 791

自己株式の取得 △0 △0 △0

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
- △7 4 △3 △5 19 14

当期変動額合計 - - 333 △0 333 △7 4 △3 △5 19 347

当期末残高 3,873 22 19,146 △21 23,021 9 △96 △42 △130 281 23,172

当連結会計年度(自 2020年11月１日 至 2021年10月31日)

(単位：百万円)

株主資本 その他の包括利益累計額

非支配

株主持分

純資産

合計資本金
資本

剰余金

利益

剰余金
自己株式

株主資本

合計

その他有

価証券評

価差額金

繰延ヘッ

ジ損益

退職給付

に係る調

整累計額

その他の

包括利益

累計額

合計

当期首残高 3,873 22 19,146 △21 23,021 9 △96 △42 △130 281 23,172

当期変動額

剰余金の配当 △355 △355 △355

親会社株主に帰属する

当期純利益
1,606 1,606 1,606

自己株式の取得 △2,000 △2,000 △2,000

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
- △7 △88 12 △83 20 △62

当期変動額合計 - - 1,251 △2,000 △748 △7 △88 12 △83 20 △811

当期末残高 3,873 22 20,397 △2,021 22,272 1 △185 △30 △213 302 22,360
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2019年11月１日
　至 2020年10月31日)

当連結会計年度
(自 2020年11月１日
　至 2021年10月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益 1,350 2,530

減価償却費 1,294 1,188

減損損失 - 36

貸倒引当金の増減額（△は減少） 0 0

賞与引当金の増減額（△は減少） △263 28

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △46 △706

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 54 57

受取利息及び受取配当金 △19 △14

支払利息 167 175

固定資産売却損益（△は益） 179 99

雇用調整助成金 △127 △133

売上債権の増減額（△は増加） △139 69

未成工事支出金の増減額（△は増加） △193 △647

その他のたな卸資産の増減額（△は増加） 1,304 273

仕入債務の増減額（△は減少） △773 539

未成工事受入金の増減額（△は減少） △568 500

未払又は未収消費税等の増減額 △60 △572

その他 △76 △10

小計 2,081 3,417

利息及び配当金の受取額 19 14

利息の支払額 △168 △166

雇用調整助成金の受取額 127 133

法人税等の支払額 △792 △284

法人税等の還付額 6 84

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,274 3,198

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △81 △346

定期預金の払戻による収入 329 346

有形及び無形固定資産の取得による支出 △1,068 △1,761

有形及び無形固定資産の売却による収入 31 96

投資有価証券の売却による収入 - 17

貸付金の回収による収入 4 1

貸付金による支出 △182 -

その他 △99 △19

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,066 △1,665
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(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2019年11月１日
　至 2020年10月31日)

当連結会計年度
(自 2020年11月１日
　至 2021年10月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 - △2,010

短期借入金の純増減額（△は減少） 768 △1,004

長期借入れによる収入 160 1,438

長期借入金の返済による支出 △374 △363

社債の発行による収入 - 1,921

セールアンドリースバックによる収入 456 113

リース債務の返済による支出 △457 △417

シンジケートローン手数料の支払額 △48 △23

配当金の支払額 △452 △353

その他 △0 -

財務活動によるキャッシュ・フロー 52 △699

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 259 833

現金及び現金同等物の期首残高 4,503 4,762

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 4,762 ※１ 5,596
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１ 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社数 ４社

連結子会社の名称

㈱日本ハウス・ホテル＆リゾート

㈱日本ハウスウッドワークス北海道

㈱日本ハウスウッドワークス中部

㈱東京工務店

(2) 非連結子会社の名称

㈱日本ハウスコミュニティーサービス

㈱日本ハウス・ホテル＆リゾート倶楽部

㈱日本ハウス・ファーム

（連結の範囲から除いた理由)

非連結子会社は、いずれも小規模であり、それぞれの総資産、売上高、当期純損益(持分に見合う額)及び利益

剰余金(持分に見合う額)等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため連結の範囲から除外し

ております。

２ 持分法の適用に関する事項

　 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社のうち主要な会社等の名称

㈱日本ハウスコミュニティーサービス

㈱日本ハウス・ホテル＆リゾート倶楽部

㈱日本ハウス・ファーム

（持分法を適用しない理由)

持分法非適用の非連結子会社及び関連会社は、それぞれ連結純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用から除外しております。

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

４ 会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

算定)

時価のないもの

移動平均法による原価法

②たな卸資産

住宅事業 …主として個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下による簿価切下げの方法に

より算出）

ホテル事業…最終仕入原価法（貸借対照表価額については収益性の低下による簿価切下げの方法により算出）
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）

住宅事業…主として定率法

住宅事業以外の事業…主として定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物・構築物 ７～50年

機械、運搬具及び工具器具備品 ２～20年

②無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基

づく定額法を採用しております。

③リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、原則としてリース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法を採用しておりますが、リース資産の一部（モデルハウス）については、使用実態を勘

案し、平均再リース期間（２年）を含めた期間を耐用年数としております。

なお、リース取引開始日がリース会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

(3) 重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②完成工事補償引当金

完成工事に関する瑕疵担保に備えるため、期末前１年間の完成工事高及び販売用建物売上高に対し過去の補修実

績に基づく将来の見積補償額を計上しております。

③賞与引当金

従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額を計上しております。

④役員退職慰労引当金

親会社ならびに一部の連結子会社は役員の退職慰労金支給に充てるため、内規に基づく期末要支給額を計上して

おります。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、主

として期間定額基準を採用しておりますが、一部の連結子会社は給付算定式基準によっております。

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

数理計算上の差異については、親会社は発生額を発生年度において、連結子会社は発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により、翌連結会計年度から費用処理することとしております。

また、過去勤務費用については、親会社は発生額を発生年度において、連結子会社は発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により、発生年度より償却しております。

③小規模企業等における簡便法の採用

一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を

退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

(5) 重要な収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事（工期がごく短期間のものを除く）に

ついては工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法による）を、その他の工事については工事完成基準を

適用しております。
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(6) 重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を適用しております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

a ヘッジ手段 金利スワップ

b ヘッジ対象 長期借入金

③ヘッジ方針

金利変動によるリスクを回避する目的で、対象物の範囲内に限定してヘッジしております。

④ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計又は相場変動とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計又は相

場変動を比較し、両者の変動額等を基礎にして、ヘッジ有効性を評価しております。

(7) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現金同等物)は手許現金、随時引き出し可能な預金、容易

に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。

(8) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理は税抜方式によっており、資産に係る控除対象外消費税及び地方

消費税は当連結会計年度の費用として処理しております。

(追加情報)

（会計上の見積りを行う上での新型コロナウイルス感染症の影響）

前連結会計年度の有価証券報告書の（追加情報）（会計上の見積りを行う上での新型コロナウイルス感染症の

影響）に記載した新型コロナウイルス感染症拡大の影響に関する仮定について重要な変更はありません。
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(連結貸借対照表関係)

※１ このうち非連結子会社及び関連会社に対する金額は次のとおりであります。

前連結会計年度
(2020年10月31日)

当連結会計年度
(2021年10月31日)

投資有価証券(株式) 209百万円 209百万円

※２ このうち次のとおり借入金等の担保に供しております。

前連結会計年度
(2020年10月31日)

当連結会計年度
(2021年10月31日)

販売用不動産 52百万円 32百万円

建物・構築物 8,956 8,458

機械、運搬具及び工具器具備品 49 48

土地 8,090 9,845

計 17,148 18,385

担保提供資産に対応する債務

前連結会計年度
(2020年10月31日)

当連結会計年度
(2021年10月31日)

短期借入金 2,302百万円 1,288百万円

１年内返済予定の長期借入金 170 965

長期借入金 2,518 3,212

計 4,991 5,466

　３ コミット型シンジケートローン

当社グループは、運転資金を安定的かつ効率的に調達するために、㈱みずほ銀行をはじめとする取引金融機関５

行とコミット型シンジケートローン契約を締結しております。

この契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

前連結会計年度
(2020年10月31日)

当連結会計年度
(2021年10月31日)

シンジケートローン契約総額 6,000百万円 6,000百万円

借入実行残高 － －

差額 6,000 6,000

当社グループは、運転資金を安定的かつ効率的に調達するために、㈱みずほ銀行をはじめとする取引金融機関４

行とコミット型シンジケートローン契約を締結しております。

この契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

前連結会計年度
(2020年10月31日)

当連結会計年度
(2021年10月31日)

シンジケートローン契約総額 3,000百万円 3,000百万円

借入実行残高 － －

差引額 3,000 3,000

※４ シンジケートローン

当社グループは、長期借入金及び１年内返済予定の長期借入金の一部について、㈱みずほ銀行をはじめとする取

引金融機関５行とシンジケートローン契約を締結しております。

この契約に基づく借入残高は次のとおりであります。

前連結会計年度
(2020年10月31日)

当連結会計年度
(2021年10月31日)

１年内返済予定の長期借入金 150百万円 150百万円

長期借入金 2,512 2,362

計 2,662 2,512
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当社グループは、長期借入金及び１年内返済予定の長期借入金の一部について、㈱みずほ銀行をはじめとする取

引金融機関５行とシンジケートローン契約を締結しております。

この契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

前連結会計年度
(2020年10月31日)

当連結会計年度
(2021年10月31日)

１年内返済予定の長期借入金 －百万円 －百万円

長期借入金 － －

計 － －

※５ 財務制限条項

(前連結会計年度)

(1) 当社グループは、運転資金を安定的かつ効率的に調達するために、㈱みずほ銀行をはじめとする取引金融機

関４行とコミット型シンジケート契約（コミットメント期間2019年11月１日～2020年10月30日）を2019年10月

31日付で締結し、財務制限条項が付されております。

① 2019年10月期決算以降、各年度の決算期の末日における連結の貸借対照表上の純資産の部の金額を2018年10

月決算期末日における連結の貸借対照表上の純資産の部の金額の75％以上に維持すること。

② 2018年10月期決算以降の決算期を初回の決算期とする連続する２期について、各年度の決算期における連結

の損益計算書に示される経常損益が２期連続して損失とならないようにすること。なお、本号の遵守に関す

る最初の判定は、2019年10月決算期及びその直前の期の決算を対象として行われる。

(2) 当社グループは、運転資金を安定的かつ効率的に調達するために、㈱みずほ銀行をはじめとする取引金融機

関４行とコミット型シンジケート契約（コミットメント期間2020年６月１日～2022年５月31日）を2020年５月

29日付で締結し、財務制限条項が付されております。

① 2020年10月期決算以降、各年度の決算期の末日における連結の貸借対照表上の純資産の部の金額を2019年10

月決算期末日における連結の貸借対照表上の純資産の部の金額の75％及び直前の決算期末日における連結の

貸借対照表上の純資産の部の金額の75％のいずれか高い方の金額以上に維持すること。

② 2020年10月期決算以降の決算期を初回の決算期とする連続する２期について、各年度の決算期における連結

の損益計算書に示される経常損益が２期連続して損失とならないようにすること。なお、本号の遵守に関す

る最初の判定は、2021年10月決算期及びその直前の期の決算を対象として行われる。

(3) 当社グループは、長期借入金及び１年内返済予定の長期借入金の一部について、㈱みずほ銀行をはじめとす

る取引金融機関５行とシンジケートローン契約を2018年１月31日付で締結し、財務制限条項が付されておりま

す。

① 2018年10月期決算以降、各年度の決算期の末日における連結の貸借対照表上の純資産の部の金額を2017年10

月決算期末日における連結の貸借対照表の純資産の部の金額の75％以上に維持すること。

② 2017年10月期決算以降の決算期を初回の決算期とする連続する２期について、各年度の決算期における連結

の損益計算書に示される経常損益が２期連続して損失とならないようにすること。なお、本号の遵守に関す

る最初の判定は、2018年10月決算期及びその直前の期の決算を対象として行われる。

(当連結会計年度)

(1) 当社グループは、運転資金を安定的かつ効率的に調達するために、㈱みずほ銀行をはじめとする取引金融機

関５行とコミット型シンジケート契約（コミットメント期間2021年10月30日～2022年10月31日）を2021年10月

29日付で締結し、財務制限条項が付されております。

① 2021年10月期決算以降、各年度の決算期の末日における連結の貸借対照表上の純資産の部の金額を2020年10

月決算期末日における連結の貸借対照表上の純資産の部の金額の75％以上に維持すること。

② 2020年10月期決算以降の決算期を初回の決算期とする連続する２期について、各年度の決算期における連結

の損益計算書に示される経常損益が２期連続して損失とならないようにすること。なお、本号の遵守に関す

る最初の判定は、2021年10月決算期及びその直前の期の決算を対象として行われる。
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(2) 当社グループは、運転資金を安定的かつ効率的に調達するために、㈱みずほ銀行をはじめとする取引金融機

関４行とコミット型シンジケート契約（コミットメント期間2020年６月１日～2022年５月31日）を2020年５月

29日付で締結し、財務制限条項が付されております。

① 2020年10月期決算以降、各年度の決算期の末日における連結の貸借対照表上の純資産の部の金額を2019年10

月決算期末日における連結の貸借対照表上の純資産の部の金額の75％及び直前の決算期末日における連結の

貸借対照表上の純資産の部の金額の75％のいずれか高い方の金額以上に維持すること。

② 2020年10月期決算以降の決算期を初回の決算期とする連続する２期について、各年度の決算期における連結

の損益計算書に示される経常損益が２期連続して損失とならないようにすること。なお、本号の遵守に関す

る最初の判定は、2021年10月決算期及びその直前の期の決算を対象として行われる。

(3) 当社グループは、長期借入金及び１年内返済予定の長期借入金の一部について、㈱みずほ銀行をはじめとす

る取引金融機関５行とシンジケートローン契約を2018年１月31日付で締結し、財務制限条項が付されておりま

す。

① 2018年10月期決算以降、各年度の決算期の末日における連結の貸借対照表上の純資産の部の金額を2017年10

月決算期末日における連結の貸借対照表の純資産の部の金額の75％以上に維持すること。

② 2017年10月期決算以降の決算期を初回の決算期とする連続する２期について、各年度の決算期における連結

の損益計算書に示される経常損益が２期連続して損失とならないようにすること。なお、本号の遵守に関す

る最初の判定は、2018年10月決算期及びその直前の期の決算を対象として行われる。

(4) 当社グループは、長期借入金及び１年内返済予定の長期借入金の一部について、㈱みずほ銀行をはじめとす

る取引金融機関５行とシンジケートローン契約を2021年６月11日付で締結し、財務制限条項が付されておりま

す。

① 2021年10月期決算以降、各年度の決算期の末日における連結の貸借対照表上の純資産の部の金額を2020年10

月決算期末日における連結の貸借対照表の純資産の部の金額の75％以上に維持すること。

② 2020年10月期決算以降の決算期を初回の決算期とする連続する２期について、各年度の決算期における連結

の損益計算書に示される経常損益が２期連続して損失とならないようにすること。なお、本号の遵守に関す

る最初の判定は、2021年10月決算期及びその直前の期の決算を対象として行われる。

６ 保証債務

下記の住宅購入者に対する金融機関の融資について保証を行っております。

前連結会計年度
(2020年10月31日)

当連結会計年度
(2021年10月31日)

住宅購入者 3,436百万円 3,768百万円

住宅購入者に係る保証の大半は、保証会社が金融機関に対し保証を行うまでのつなぎ保証であります。

(連結損益計算書関係)

※１ 通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低下による簿価切下額

前連結会計年度
(自 2019年11月１日
至 2020年10月31日)

当連結会計年度
(自 2020年11月１日
至 2021年10月31日)

売上原価 123百万円 78百万円

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

前連結会計年度
(自 2019年11月１日
至 2020年10月31日)

当連結会計年度
(自 2020年11月１日
至 2021年10月31日)

広告宣伝費 641百万円 538百万円

従業員給料手当 4,910 4,562

賞与引当金繰入額 311 341

退職給付費用 202 △211

役員退職慰労引当金繰入額 54 57

賃借料 1,376 1,285

減価償却費 1,208 1,105
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※３ 一般管理費に含まれる研究開発費は、次のとおりであります。

前連結会計年度
(自 2019年11月１日
至 2020年10月31日)

当連結会計年度
(自 2020年11月１日
至 2021年10月31日)

27百万円 3百万円

※４ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

前連結会計年度
(自 2019年11月１日
至 2020年10月31日)

当連結会計年度
(自 2020年11月１日
至 2021年10月31日)

機械、運搬具及び工具器具備品 4百万円 －百万円

土地 － 18

※５ 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

前連結会計年度
(自 2019年11月１日
至 2020年10月31日)

当連結会計年度
(自 2020年11月１日
至 2021年10月31日)

土地 46 87百万円

※６ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

前連結会計年度
(自 2019年11月１日
至 2020年10月31日)

当連結会計年度
(自 2020年11月１日
至 2021年10月31日)

建物・構築物 129百万円 28百万円

機械、運搬具及び工具器具備品 4 2

計 133 30

※７ 減損損失

前連結会計年度(自 2019年11月１日　至 2020年10月31日)

　該当事項はありません。

当連結会計年度(自 2020年11月１日　至 2021年10月31日)

　当社は、以下の資産について減損損失を計上いたしました。

用途 種類 場所 件数

支店
機械、運搬具及び工具器具
備品、リース資産等

佐賀県佐賀市 １件

当社グループは、管理会計上の事業区分に基づく事業所単位をキャッシュ・フローを生み出す最小の単位と

し、本社等の全社資産を共用資産としてグルーピングしております。なお、賃貸用資産は、個別物件ごとにグル

ーピングしております。

一部の支店の売上減少により、上記資産または資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、減損損失

(36百万円)として特別損失に計上しております。その内訳は、機械、運搬具及び工具器具備品１百万円、リース

資産31百万円、その他３百万円であります。

なお、当該資産または資産グループの回収可能価額は、使用価値または正味売却価格により測定しており、将

来キャッシュ・フローに基づく評価額がマイナスであるため、回収可能価額は零と算定しております。
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(連結包括利益計算書関係)

※ その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

前連結会計年度
(自 2019年11月１日
至 2020年10月31日)

当連結会計年度
(自 2020年11月１日
至 2021年10月31日)

その他有価証券評価差額金

当期発生額 △7百万円 △8百万円

税効果調整前 △7 △8

税効果額 △0 △0

その他有価証券評価
差額金

△7 △7

繰延ヘッジ損益

当期発生額 7 △127

税効果調整前 7 △127

税効果額 2 △38

繰延ヘッジ損益 4 △88

退職給付に係る調整額

当期発生額 △4 18

税効果調整前 △4 18

税効果額 △1 6

退職給付に係る調整額 △3 12

その他の包括利益合計 △5 △83
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自 2019年11月１日　至 2020年10月31日)

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

当連結会計年度
期首株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株)

発行済株式

　普通株式 45,964,842 － － 45,964,842

自己株式

　普通株式 93,421 100 － 93,521

(注）普通株式の自己株式の株式数の増加100株は、単元未満株式の買取によるものであります。

２ 新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

３ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2020年１月28日
第51期定時株主総会

普通株式 458 10 2019年10月31日 2020年１月29日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2021年１月28日
第52期定時株主総会

普通株式 229 利益剰余金 5 2020年10月31日 2021年１月29日

当連結会計年度(自 2020年11月１日　至 2021年10月31日)

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

当連結会計年度
期首株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株)

発行済株式

　普通株式 45,964,842 － － 45,964,842

自己株式

　普通株式 93,521 5,872,914 － 5,966,435

(注）普通株式の自己株式の株式数の増加5,872,800株は、2020年12月14日の取締役会決議による買取によるものであ

ります。また、114株は、単元未満株式の買取によるものであります。

２ 新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　



株式会社日本ハウスホールディングス(1873) 2021年10月期 決算短信

－26－

３ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2021年１月28日
第52期定時株主総会

普通株式 229 5 2020年10月31日 2021年１月29日

2021年６月４日
第53期取締役会

普通株式 126 3 2021年４月30日 2021年７月８日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2022年１月27日
第53期定時株主総会

普通株式 399 利益剰余金 10 2021年10月31日 2022年１月28日

４．株主資本の金額の著しい変動

当社は、2020年12月14日開催の取締役会の決議に基づき、当連結会計年度において単元未満株式の買取を含め自

己株式5,872,914株の取得を行いました。この結果、当連結会計年度において自己株式が2,000百万円増加し、当連

結会計年度末において自己株式が2,021百万円となっております。

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

前連結会計年度
(自 2019年11月１日
至 2020年10月31日)

当連結会計年度
(自 2020年11月１日
至 2021年10月31日)

現金預金勘定 4,915百万円 5,749百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △150 △150

別段預金 △2 △3

現金及び現金同等物期末残高 4,762 5,596
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１ 報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締

役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社グループは、当社、主として当社の事業をサポートする連結子会社、独自の事業を展開する連結子会社によ

り構成されており、当社の収益を中心とする「住宅事業」及び「その他事業」、連結子会社の収益を中心とする

「ホテル事業」の３つを報告セグメントとしております。

「住宅事業」は、戸建及び集合住宅の請負建築工事、リフォームの請負工事、分譲住宅及び住宅用宅地の販売等

を行っております。「ホテル事業」は、ホテル及びレストラン等の運営を行っております。「その他事業」は、太

陽光発電事業であり、電力会社への売電を行っております。

２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法

報告セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」における記載と同一

であります。報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。セグメント間の内部売上高及び振替高

は市場実勢価格に基づき、一般的取引条件と同様に決定しております。

３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度(自 2019年11月１日　至 2020年10月31日)

　(単位：百万円)

報告セグメント
調整額
(注)１

連結財務諸表
計上額
(注）２住宅事業 ホテル事業 その他事業 計

売上高

　外部顧客への売上高 36,072 2,708 150 38,932 － 38,932

　セグメント間の内部
　売上高又は振替高

－ 58 － 58 △58 －

計 36,072 2,767 150 38,991 △58 38,932

セグメント利益
又は損失（△）

3,262 △761 115 2,616 △996 1,620

セグメント資産 16,582 17,054 1,071 34,709 6,670 41,379

その他の項目

減価償却費（注）３ 578 651 54 1,284 24 1,308

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額
（注）３

628 579 － 1,208 － 1,208

　



株式会社日本ハウスホールディングス(1873) 2021年10月期 決算短信

－28－

当連結会計年度(自 2020年11月１日　至 2021年10月31日)

　(単位：百万円)

報告セグメント
調整額
(注)１

連結財務諸表
計上額
(注）２住宅事業 ホテル事業 その他事業 計

売上高

　外部顧客への売上高 35,090 1,895 163 37,149 － 37,149

　セグメント間の内部
　売上高又は振替高

－ 47 － 47 △47 －

計 35,090 1,942 163 37,196 △47 37,149

セグメント利益
又は損失（△）

4,394 △990 128 3,533 △826 2,707

セグメント資産 17,166 17,841 1,012 36,021 7,234 43,255

その他の項目

減価償却費（注）３ 545 628 54 1,228 22 1,250

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額
（注）３

452 1,582 0 2,035 50 2,085

(注) １ セグメント利益又は損失及びセグメント資産の調整額の内容は、以下のとおりであります。

(単位：百万円)

セグメント利益又は損失 前連結会計年度 当連結会計年度

セグメント間取引消去 △43 △46

全社費用※ △953 △779

合計 △996 △826

※ 全社費用は、報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

(単位：百万円)

セグメント資産 前連結会計年度 当連結会計年度

全社資産※ 6,670 7,234

合計 6,670 7,234

※ 全社資産は、当社の余資運用資金、長期投資資産（投資有価証券等）及び報告セグメントに帰属しない

資産等であります。

２ セグメント利益又は損失及びセグメント資産は、それぞれ連結財務諸表の営業利益及び資産合計と調整を行

っております。

３ 減価償却費と有形固定資産及び無形固定資産の増加額には、長期前払費用とその償却額が含まれておりま

す。
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【関連情報】

前連結会計年度(自 2019年11月１日 至 2020年10月31日)

１ 製品及びサービスごとの情報

セグメント情報の内容と同一であるため、記載を省略しております。

２ 地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

３ 主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はありませ

ん。

当連結会計年度(自 2020年11月１日 至 2021年10月31日)

１ 製品及びサービスごとの情報

セグメント情報の内容と同一であるため、記載を省略しております。

２ 地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

３ 主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はありませ

ん。

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度(自 2019年11月１日 至 2020年10月31日)

該当事項はありません。

当連結会計年度(自 2020年11月１日 至 2021年10月31日)

(単位：百万円)

報告セグメント

全社・消去 合計

住宅事業 ホテル事業 その他事業 計

減損損失 36 － － 36 － 36
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【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度(自 2019年11月１日 至 2020年10月31日)

該当事項はありません。

当連結会計年度(自 2020年11月１日 至 2021年10月31日)

該当事項はありません。

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度(自 2019年11月１日 至 2020年10月31日)

該当事項はありません。

当連結会計年度(自 2020年11月１日 至 2021年10月31日)

該当事項はありません。

(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 2019年11月１日
　至 2020年10月31日)

当連結会計年度
(自 2020年11月１日
　至 2021年10月31日)

１株当たり純資産額 499円02銭 551円49銭

１株当たり当期純利益金額 17円27銭 38円15銭

（注）１ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２ １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前連結会計年度
(自 2019年11月１日
　至 2020年10月31日)

当連結会計年度
(自 2020年11月１日
　至 2021年10月31日)

親会社株主に帰属する当期純利益（百万円） 791 1,606

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
当期純利益（百万円）

791 1,606

普通株式の期中平均株式数（株） 45,871,368 42,116,481

　

(重要な後発事象)

　自己株式の消却

当社は、2021年12月６日開催の取締役会において、会社法第178条の規定に基づき自己株式の消却について決議

し、下記のとおり消却を実施しました。

１．自己株式の消却を行う理由

　 資本効率の向上と株主の皆様に対する利益還元のため

２．自己株式の消却の概要

　 （1）消却する株式の種類 当社普通株式

　 （2）消却した株式の総数 5,964,842株

　 （消却前の発行済株式総数に対する割合 12.97％）

　 （3）消却日 2021年12月13日

３．消却後の発行済株式総数 40,000,000株

(開示の省略)

リース取引、金融商品、有価証券、デリバティブ取引、退職給付、税効果会計、資産除去債務、賃貸等不動産、

関連当事者との取引に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため

開示を省略しております。
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６．個別財務諸表及び主な注記

（１）貸借対照表

(単位：百万円)

前事業年度
(2020年10月31日)

当事業年度
(2021年10月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 3,512 4,448

完成工事未収入金 1,224 1,312

未成工事支出金 471 1,122

販売用不動産 ※１ 4,245 ※１ 3,814

貯蔵品 15 14

前渡金 75 166

前払費用 257 262

立替金 91 59

未収入金 ※６ 428 ※６ 451

その他 8 3

貸倒引当金 △3 △3

流動資産合計 10,326 11,652

固定資産

有形固定資産

建物 ※１ 6,224 ※１ 6,274

減価償却累計額及び減損損失累計額 △4,583 △4,676

建物（純額） 1,641 1,597

賃貸用建物 ※１ 30,180 ※１ 30,375

減価償却累計額及び減損損失累計額 △21,180 △21,649

賃貸用建物（純額） 8,999 8,726

構築物 ※１ 251 ※１ 250

減価償却累計額及び減損損失累計額 △205 △208

構築物（純額） 46 41

賃貸用構築物 ※１ 1,359 ※１ 1,361

減価償却累計額及び減損損失累計額 △658 △711

賃貸用構築物（純額） 700 650

機械及び装置 ※１ 1,052 ※１ 1,052

減価償却累計額及び減損損失累計額 △896 △907

機械及び装置（純額） 155 144

車両運搬具 2 2

減価償却累計額及び減損損失累計額 △2 △2

車両運搬具（純額） 0 0

工具、器具及び備品 1,211 1,218

減価償却累計額及び減損損失累計額 △929 △961

工具、器具及び備品（純額） 281 256

土地 ※１ 9,959 ※１ 9,795

リース資産 4,241 4,298

減価償却累計額及び減損損失累計額 △2,644 △2,925

リース資産（純額） 1,597 1,373

建設仮勘定 568 1,903

有形固定資産合計 23,950 24,488
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(単位：百万円)

前事業年度
(2020年10月31日)

当事業年度
(2021年10月31日)

無形固定資産

借地権 203 203

ソフトウエア 123 225

リース資産 136 87

その他 40 40

無形固定資産合計 503 557

投資その他の資産

投資有価証券 33 18

関係会社株式 553 553

長期貸付金 183 177

株主、役員又は従業員に対する長期貸付金 20 20

関係会社長期貸付金 600 458

破産更生債権等 7 7

長期前払費用 129 178

退職給付に係る資産 - 436

差入保証金 160 160

長期未収入金 ※６ 563 ※６ 564

繰延税金資産 1,998 1,553

その他 14 14

貸倒引当金 △306 △306

投資その他の資産合計 3,957 3,836

固定資産合計 28,411 28,882

社債発行費 - 78

繰延資産合計 - 78

資産合計 38,738 40,613

負債の部

流動負債

工事未払金 ※６ 4,344 ※６ 4,902

短期借入金 ※１ 2,302 ※１ 1,288

1年内返済予定の長期借入金 ※１，※３，※４ 191 ※１，※３，※４ 879

リース債務 381 354

未払金 607 461

未払費用 417 409

未払法人税等 71 303

未払消費税等 391 -

未成工事受入金 1,153 1,654

預り金 925 1,194

仮受金 10 8

完成工事補償引当金 105 108

賞与引当金 410 446

その他 17 18

流動負債合計 11,331 12,028
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(単位：百万円)

前事業年度
(2020年10月31日)

当事業年度
(2021年10月31日)

固定負債

社債 - 2,000

長期借入金 ※１，※３，※４ 2,671 ※１，※３，※４ 3,079

リース債務 999 731

長期預り金 134 140

退職給付引当金 270 -

役員退職慰労引当金 702 755

資産除去債務 325 309

その他 190 326

固定負債合計 5,293 7,342

負債合計 16,625 19,370

純資産の部

株主資本

資本金 3,873 3,873

資本剰余金

資本準備金 20 20

その他資本剰余金 1 1

資本剰余金合計 22 22

利益剰余金

利益準備金 813 848

その他利益剰余金 17,511 18,701

繰越利益剰余金 17,511 18,701

利益剰余金合計 18,325 19,550

自己株式 △20 △2,020

株主資本合計 22,200 21,425

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 9 1

繰延ヘッジ損益 △96 △185

評価・換算差額等合計 △87 △183

純資産合計 22,112 21,242

負債純資産合計 38,738 40,613
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（２）損益計算書

(単位：百万円)
前事業年度

(自 2019年11月１日
　至 2020年10月31日)

当事業年度
(自 2020年11月１日
　至 2021年10月31日)

売上高

完成工事高 29,392 29,323

販売用不動産売上高 4,936 3,786

その他の売上高 688 680

売上高合計 35,016 33,791

売上原価

完成工事原価 18,078 17,456

販売用不動産売上原価 4,330 3,373

その他の原価 1,223 1,270

売上原価合計 23,631 22,101

売上総利益

完成工事総利益 11,313 11,866

販売用不動産売上総利益 605 413

その他の売上総損失（△） △534 △589

売上総利益合計 11,384 11,690

販売費及び一般管理費

販売手数料 134 151

広告宣伝費 579 506

役員報酬 202 206

従業員給料手当 3,928 3,764

賞与引当金繰入額 310 343

退職給付費用 188 △252

役員退職慰労引当金繰入額 48 53

法定福利費 674 639

福利厚生費 52 39

修繕費 6 4

図書印刷費 39 31

通信費 127 130

旅費及び交通費 178 130

水道光熱費 81 73

交際費 18 11

賃借料 1,322 1,238

減価償却費 560 482

消耗品費 42 36

車両費 292 272

租税公課 313 337

手数料 417 455

保険料 17 19

試験研究費 27 3

雑費 244 227

販売費及び一般管理費合計 9,811 8,908

営業利益 1,572 2,782
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(単位：百万円)
前事業年度

(自 2019年11月１日
　至 2020年10月31日)

当事業年度
(自 2020年11月１日
　至 2021年10月31日)

営業外収益

受取利息 ※１ 8 ※１ 9

受取配当金 17 11

未払配当金除斥益 6 6

貸倒引当金戻入額 0 0

雑収入 16 17

営業外収益合計 49 44

営業外費用

支払利息 161 152

シンジケートローン手数料 6 7

社債利息 - 17

社債発行費償却 - 16

アレンジメントフィー 22 35

雑支出 75 73

営業外費用合計 266 302

経常利益 1,355 2,523

特別利益

固定資産売却益 ※２ 4 ※２ 18

投資有価証券売却益 - 10

特別利益合計 4 29

特別損失

固定資産売却損 ※３ 46 ※３ 87

固定資産除却損 ※４ 132 ※４ 28

減損損失 - ※５ 36

特別損失合計 179 153

税引前当期純利益 1,181 2,399

法人税、住民税及び事業税 154 334

法人税等調整額 324 484

法人税等合計 479 818

当期純利益 702 1,580
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（３）株主資本等変動計算書

　前事業年度(自 2019年11月１日 至 2020年10月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他資本

剰余金
資本剰余金合計 利益準備金

その他利益

剰余金 利益剰余金合計

繰越利益剰余金

当期首残高 3,873 20 1 22 767 17,314 18,081

当期変動額

剰余金の配当 - 45 △504 △458

当期純利益 - 702 702

自己株式の取得 - -

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
- -

当期変動額合計 - - - - 45 197 243

当期末残高 3,873 20 1 22 813 17,511 18,325

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他

有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ損益
評価・換算

差額等合計

当期首残高 △20 21,957 16 △101 △85 21,871

当期変動額

剰余金の配当 △458 △458

当期純利益 702 702

自己株式の取得 △0 △0 △0

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
- △7 4 △2 △2

当期変動額合計 △0 243 △7 4 △2 241

当期末残高 △20 22,200 9 △96 △87 22,112
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　当事業年度(自 2020年11月１日 至 2021年10月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他資本

剰余金
資本剰余金合計 利益準備金

その他利益

剰余金 利益剰余金合計

繰越利益剰余金

当期首残高 3,873 20 1 22 813 17,511 18,325

当期変動額

剰余金の配当 - 35 △391 △355

当期純利益 - 1,580 1,580

自己株式の取得 - -

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
- -

当期変動額合計 - - - - 35 1,189 1,225

当期末残高 3,873 20 1 22 848 18,701 19,550

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他

有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ損益
評価・換算

差額等合計

当期首残高 △20 22,200 9 △96 △87 22,112

当期変動額

剰余金の配当 △355 △355

当期純利益 1,580 1,580

自己株式の取得 △2,000 △2,000 △2,000

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
- △7 △88 △95 △95

当期変動額合計 △2,000 △774 △7 △88 △95 △870

当期末残高 △2,020 21,425 1 △185 △183 21,242
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（４）個別財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(重要な会計方針)

１ 有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

(2) その他有価証券

①時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算

定)

②時価のないもの

移動平均法による原価法

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法

(1) 未成工事支出金

個別法による原価法（貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

(2) 販売用不動産

個別法による原価法（貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

３ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く)

重要な賃貸用資産及び1998年４月１日以降に取得した建物(附属設備を除く)及び2016年４月１日以降に取得した

建物附属設備並びに構築物については定額法、その他の資産については定率法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物・構築物 ７～50年

賃貸用建物 10～50年

(2) 無形固定資産（リース資産を除く)

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法を採用しておりま

す。

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、原則としてリース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法を採用しておりますが、リース資産の一部（モデルハウス）については、使用実態を勘

案し、平均再リース期間（２年）を含めた期間を耐用年数としております。

なお、リース取引開始日がリース会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

４ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 完成工事補償引当金

完成工事に関する瑕疵担保に備えるため、期末前１年間の完成工事高及び販売用建物売上高に対し、過去の補修

実績に基づく将来の見積補償額を計上しております。

(3) 賞与引当金

従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額を計上しております。
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(4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上してお

ります。

①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、期間定

額基準を採用しております。

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

数理計算上の差異及び過去勤務費用は、発生額を発生年度において費用処理しております。

(5) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金支給に充てるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

５ 重要な収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事（工期がごく短期間のものを除く）について

は工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法による）を、その他の工事については工事完成基準を適用して

おります。

６ ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を適用しております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

a ヘッジ手段 金利スワップ

b ヘッジ対象 長期借入金

(3) ヘッジ方針

金利変動によるリスクを回避する目的で、対象物の範囲内に限定してヘッジしております。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計又は相場変動とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計又は相

場変動を比較し、両者の変動額等を基礎にして、ヘッジ有効性を評価しております。

７ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理は、税抜方式によっており資産に係る控除対象外消費税及び地方消

費税は当事業年度の費用として処理しております。

(追加情報)

（会計上の見積りを行う上での新型コロナウイルス感染症の影響）

前事業年度の有価証券報告書の（追加情報）（会計上の見積りを行う上での新型コロナウイルス感染症の影

響）に記載した新型コロナウイルス感染症拡大の影響に関する仮定について重要な変更はありません。

(貸借対照表関係)

※１ このうち次のとおり借入金等の担保に供しております。

前事業年度
(2020年10月31日)

当事業年度
(2021年10月31日)

販売用不動産 52百万円 32百万円

建物・構築物 5,208 4,947

賃貸用建物・構築物 3,478 3,280

機械及び装置 39 39

土地 7,711 9,466

計 16,491 17,766
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担保提供資産に対応する債務

前事業年度
(2020年10月31日)

当事業年度
(2021年10月31日)

短期借入金 2,302百万円 1,288百万円

１年内返済予定の長期借入金 150 838

長期借入金 2,512 2,962

計 4,964 5,088

　２ コミット型シンジケートローン

当社は、運転資金を安定的かつ効率的に調達するために、㈱みずほ銀行をはじめとする取引金融機関５行とコミ

ット型シンジケートローン契約を締結しております。

この契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

前事業年度
(2020年10月31日)

当事業年度
(2021年10月31日)

シンジケートローン契約総額 6,000百万円 6,000百万円

借入実行残高 － －

差額 6,000 6,000

当社は、運転資金を安定的かつ効率的に調達するために、㈱みずほ銀行をはじめとする取引金融機関４行とシン

ジケートローン契約を締結しております。

この契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

前事業年度
(2020年10月31日)

当事業年度
(2021年10月31日)

シンジケートローン契約総額 3,000百万円 3,000百万円

借入実行残高 － －

差額 3,000 3,000

※３ シンジケートローン

当社は、長期借入金及び１年内返済予定の長期借入金の一部について、㈱みずほ銀行をはじめとする取引金融機

関５行とシンジケートローン契約を締結しております。

この契約に基づく借入残高は次のとおりであります。

前事業年度
(2020年10月31日)

当事業年度
(2021年10月31日)

１年内返済予定の長期借入金 150百万円 150百万円

長期借入金 2,512 2,362

計 2,662 2,512

当社グループは、長期借入金及び１年内返済予定の長期借入金の一部について、㈱みずほ銀行をはじめとする取

引金融機関５行とシンジケートローン契約を締結しております。

この契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

前事業年度
(2020年10月31日)

当事業年度
(2021年10月31日)

１年内返済予定の長期借入金 －百万円 －百万円

長期借入金 － －

計 － －
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※４ 財務制限条項

(前事業年度)

(1) 当社グループは、運転資金を安定的かつ効率的に調達するために、㈱みずほ銀行をはじめとする取引金融機

関４行とコミット型シンジケート契約（コミットメント期間2019年11月１日～2020年10月30日）を2019年10月

31日付で締結し、財務制限条項が付されております。

① 2019年10月期決算以降、各年度の決算期の末日における連結の貸借対照表上の純資産の部の金額を2018年10

月決算期末日における連結の貸借対照表上の純資産の部の金額の75％以上に維持すること。

② 2018年10月期決算以降の決算期を初回の決算期とする連続する２期について、各年度の決算期における連結

の損益計算書に示される経常損益が２期連続して損失とならないようにすること。なお、本号の遵守に関す

る最初の判定は、2019年10月決算期及びその直前の期の決算を対象として行われる。

(2) 当社グループは、運転資金を安定的かつ効率的に調達するために、㈱みずほ銀行をはじめとする取引金融機

関４行とコミット型シンジケート契約（コミットメント期間2020年６月１日～2022年５月31日）を2020年５月

29日付で締結し、財務制限条項が付されております。

① 2020年10月期決算以降、各年度の決算期の末日における連結の貸借対照表上の純資産の部の金額を2019年10

月決算期末日における連結の貸借対照表上の純資産の部の金額の75％及び直前の決算期末日における連結の

貸借対照表上の純資産の部の金額の75％のいずれか高い方の金額以上に維持すること。

② 2020年10月期決算以降の決算期を初回の決算期とする連続する２期について、各年度の決算期における連結

の損益計算書に示される経常損益が２期連続して損失とならないようにすること。なお、本号の遵守に関す

る最初の判定は、2021年10月決算期及びその直前の期の決算を対象として行われる。

(3) 当社グループは、長期借入金及び１年内返済予定の長期借入金の一部について、㈱みずほ銀行をはじめとす

る取引金融機関５行とシンジケートローン契約を2018年１月31日付で締結し、財務制限条項が付されておりま

す。

① 2018年10月期決算以降、各年度の決算期の末日における連結の貸借対照表上の純資産の部の金額を2017年10

月決算期末日における連結の貸借対照表の純資産の部の金額の75％以上に維持すること。

② 2017年10月期決算以降の決算期を初回の決算期とする連続する２期について、各年度の決算期における連結

の損益計算書に示される経常損益が２期連続して損失とならないようにすること。なお、本号の遵守に関す

る最初の判定は、2018年10月決算期及びその直前の期の決算を対象として行われる。
　

(当事業年度)

(1) 当社グループは、運転資金を安定的かつ効率的に調達するために、㈱みずほ銀行をはじめとする取引金融機

関５行とコミット型シンジケート契約（コミットメント期間2021年10月30日～2022年10月31日）を2021年10月

29日付で締結し、財務制限条項が付されております。

① 2021年10月期決算以降、各年度の決算期の末日における連結の貸借対照表上の純資産の部の金額を2020年10

月決算期末日における連結の貸借対照表上の純資産の部の金額の75％以上に維持すること。

② 2020年10月期決算以降の決算期を初回の決算期とする連続する２期について、各年度の決算期における連結

の損益計算書に示される経常損益が２期連続して損失とならないようにすること。なお、本号の遵守に関す

る最初の判定は、2021年10月決算期及びその直前の期の決算を対象として行われる。

(2) 当社グループは、運転資金を安定的かつ効率的に調達するために、㈱みずほ銀行をはじめとする取引金融機

関４行とコミット型シンジケート契約（コミットメント期間2020年６月１日～2022年５月31日）を2020年５月

29日付で締結し、財務制限条項が付されております。

① 2020年10月期決算以降、各年度の決算期の末日における連結の貸借対照表上の純資産の部の金額を2019年10

月決算期末日における連結の貸借対照表上の純資産の部の金額の75％及び直前の決算期末日における連結の

貸借対照表上の純資産の部の金額の75％のいずれか高い方の金額以上に維持すること。

② 2020年10月期決算以降の決算期を初回の決算期とする連続する２期について、各年度の決算期における連結

の損益計算書に示される経常損益が２期連続して損失とならないようにすること。なお、本号の遵守に関す

る最初の判定は、2021年10月決算期及びその直前の期の決算を対象として行われる。
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(3) 当社グループは、長期借入金及び１年内返済予定の長期借入金の一部について、㈱みずほ銀行をはじめとす

る取引金融機関５行とシンジケートローン契約を2018年１月31日付で締結し、財務制限条項が付されておりま

す。

① 2018年10月期決算以降、各年度の決算期の末日における連結の貸借対照表上の純資産の部の金額を2017年10

月決算期末日における連結の貸借対照表の純資産の部の金額の75％以上に維持すること。

② 2017年10月期決算以降の決算期を初回の決算期とする連続する２期について、各年度の決算期における連結

の損益計算書に示される経常損益が２期連続して損失とならないようにすること。なお、本号の遵守に関す

る最初の判定は、2018年10月決算期及びその直前の期の決算を対象として行われる。

(4) 当社グループは、長期借入金及び１年内返済予定の長期借入金の一部について、㈱みずほ銀行をはじめとす

る取引金融機関５行とシンジケートローン契約を2021年６月11日付で締結し、財務制限条項が付されておりま

す。

① 2021年10月期決算以降、各年度の決算期の末日における連結の貸借対照表上の純資産の部の金額を2020年10

月決算期末日における連結の貸借対照表の純資産の部の金額の75％以上に維持すること。

② 2020年10月期決算以降の決算期を初回の決算期とする連続する２期について、各年度の決算期における連結

の損益計算書に示される経常損益が２期連続して損失とならないようにすること。なお、本号の遵守に関す

る最初の判定は、2021年10月決算期及びその直前の期の決算を対象として行われる。

５ 保証債務

下記の住宅購入者に対する金融機関の融資について保証を行っております。

前事業年度
(2020年10月31日)

当事業年度
(2021年10月31日)

住宅購入者 3,436百万円 3,768百万円

関係会社

㈱日本ハウスウッドワークス中部 34 15

計 3,471 3,783

住宅購入者に係る保証の大半は、保証会社が金融機関に対し保証を行うまでのつなぎ保証であります。

※６ 区分掲記されたもの以外で関係会社に対するものは次のとおりであります。

前事業年度
(2020年10月31日)

当事業年度
(2021年10月31日)

未収入金 207百万円 187百万円

長期未収入金 400 400

工事未払金 203 251

(損益計算書関係)

※１ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれております。

前事業年度
(自 2019年11月１日
至 2020年10月31日)

当事業年度
(自 2020年11月１日
至 2021年10月31日)

受取利息 7百万円 7百万円

※２ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

前事業年度
(自 2019年11月１日
至 2020年10月31日)

当事業年度
(自 2020年11月１日
至 2021年10月31日)

車両運搬具 4百万円 －百万円

土地 － 18

※３ 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

前事業年度
(自 2019年11月１日
至 2020年10月31日)

当事業年度
(自 2020年11月１日
至 2021年10月31日)

土地 46百万円 87百万円
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※４ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

前事業年度
(自 2019年11月１日
至 2020年10月31日)

当事業年度
(自 2020年11月１日
至 2021年10月31日)

建物 126百万円 26百万円

構築物 2 0

工具、器具及び備品 4 1

計 132 28

※５ 減損損失

前事業年度(自 2019年11月１日 至 2020年10月31日)

　該当事項はありません。

当事業年度(自 2020年11月１日 至 2021年10月31日)

　当社は、以下の資産について減損損失を計上いたしました。

用途 種類 場所 件数

支店
工具、器具及び備品、リー
ス資産等

佐賀県佐賀市 １件

当社は、管理会計上の事業区分に基づく事業所単位をキャッシュ・フローを生み出す最小の単位とし、本社等

の全社資産を共用資産としてグルーピングしております。なお、賃貸用資産は、個別物件ごとにグルーピングし

ております。

一部の支店の売上減少により、上記資産または資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、減損損失

(36百万円)として特別損失に計上しております。その内訳は、工具、器具及び備品１百万円、リース資産31百万

円、その他３百万円であります。

なお、当該資産または資産グループの回収可能価額は、使用価値または正味売却価格により測定しており、将

来キャッシュ・フローに基づく評価額がマイナスであるため、回収可能価額は零と算定しております。

(重要な後発事象)

　自己株式の消却

当社は、2021年12月６日開催の取締役会において、会社法第178条の規定に基づき自己株式の消却について決議

し、下記のとおり消却を実施しました。

１．自己株式の消却を行う理由

　 資本効率の向上と株主の皆様に対する利益還元のため

２．自己株式の消却の概要

　 （1）消却する株式の種類 当社普通株式

　 （2）消却した株式の総数 5,964,842株

　 （消却前の発行済株式総数に対する割合 12.97％）

　 （3）消却日 2021年12月13日

３．消却後の発行済株式総数 40,000,000株
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７．その他

（１）生産、受注及び販売の状況

① 生産実績

　住宅事業及びホテル事業は、生産実績を定義することが困難であるため、生産実績を記載しておりません。

当連結会計年度における生産の実績は、次のとおりであります。

② 受注状況

当社グループでは、当社の受注が大部分を占めているため、当社の受注状況を記載しております。

当連結会計年度における受注の状況は、次のとおりであります。

セグメントの名称 部門別 受注高（百万円） 前年同期比（％）

住宅事業

建築部門 31,178 15.4

不動産部門 5,026 △2.4

計 36,205 12.6

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

③ 販売実績

当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％）

住宅事業 35,090 △2.7

ホテル事業 1,895 △30.0

その他事業 163 8.5

計 37,149 △4.6

（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．総販売実績に対する割合が10％以上の相手先はありません。

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

（２）役員の異動

　その他の役員の異動（2022年１月27日付予定）

１．新任監査役候補

監査役 赤澤 由英（注）

２．退任予定監査役

監査役 荒明 治彦（注）

(注) 新任監査役候補者の赤澤由英氏、及び退任予定監査役の荒明治彦氏は、社外監査役であります。

　


